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議案第 62 号 

 

   令和４年度常滑市病院事業会計補正予算（第２号） 

 

 （総 則） 

第１条 令和４年度常滑市病院事業会計の補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 令和４年度常滑市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科目）   （既決予定額）  （補正予定額）   （計） 

 収  入 

第１款 病院事業収益  7,287,215 千円   267,615 千円 7,554,830 千円 

 第１項 医業収益   6,038,478 千円 △231,645 千円 5,806,833 千円 

 第２項 医業外収益  1,117,380 千円  499,260 千円 1,616,640 千円 

  支  出 

 第１款 病院事業費用  7,630,498 千円  △80,052 千円 7,550,446 千円 

  第１項 医業費用   7,284,575 千円  △77,404 千円 7,207,171 千円 

  第３項 訪問看護ステーション事業費用 

             102,778 千円   △2,648 千円  100,130 千円 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第３条 予算第８条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない

経費の金額を次のとおり補正する。 

      （既決予定額）  （補正予定額）    （計） 

（１）給与費       4,184,804 千円  △74,529 千円  4,110,275 千円 

 （他会計からの補助金） 

第４条 予算第９条中「146,946 千円」を「148,121 千円」に改める。 

 （たな卸資産の購入限度額） 

第５条 予算第 10 条中「862,528 千円」を「800,975 千円」に改める。 

 

令和４年 12 月６日提出 

 

                      常滑市長 伊 藤 辰 矢 
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令 和 ４ 年 度  

 

 

常 滑 市 病 院 事 業 会 計 

 

 

補 正 予 算 説 明 書 

 

 



予  定  額 備　　　　　　考

千円

1 病院事業収益 7,554,830

そ の 他

医 業 収 益

他 会 計

補 助 金

他 会 計

負 担 金

患 者 外

給 食 収 益

長 期 前 受 金

戻 入

そ の 他

医 業 外 収 益

消 費 税 及 び

地方消費税還付金

令和4年度常滑市病院事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

款 項 目

1 医 業 収 益 5,806,833

1 入 院 収 益 3,276,740 （減　223,829千円）

2 外 来 収 益 1,944,607

3 585,486 （減  7,816千円）

2 医 業 外 収 益 1,616,640

1 受 取 利 息 61

2 145,921 （増　1,175千円）

4 174,166

3 補 助 金 1,092,295 （増　498,085千円）

5 14,915

6 134,327

7 54,954

8 1

1 事 業 収 益 106,706

3
訪 問 看 護
ステーション
事 業 収 益

107,157

4 特 別 利 益 24,200

1
他 会 計
補 助 金

2,200

2
過 年 度
損 益 修 正 益

22,000

2 事 業 外 収 益 451
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予  定  額 備　　　　　　考

千円

1 病院事業費用 7,550,446

患 者 外

給 食 費

看 護 師

養 成 費

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

他 会 計

負 担 金

支　　　出

款 項 目

1 医 業 費 用 7,207,171

1 給 与 費 4,018,680 （減　71,881千円）

2 材 料 費 1,123,026 （減　91,873千円)

3 経 費 1,480,804 （増　86,350千円）

4 減 価 償 却 費 565,866

5 資 産 減 耗 費 600

6 研 究 研 修 費 18,195

1 支 払 利 息 72,327

2 医 業 外 費 用 196,288

2 23,623

3 13,680

4 公 舎 借 上 費 6,360

5 災 害 対 策 費 1,000

7 雑 損 失 410

6 感 染 対 策 費 51,876

8 25,000

9 2,012
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予  定  額 備　　　　　　考

千円

3 100,130

収支差額　4,384千円

款 項 目

訪 問 看 護
ステーション
事 業 費 用

1 給 与 費 91,595 （減　2,648千円）

2 材 料 費 265

3 経 費 5,858

4 減 価 償 却 費 1,545

5 資 産 減 耗 費 2

6 研 究 研 修 費 865

4 特 別 損 失
36,857

1
過 年 度
損 益 修 正 損

34,657

5 予 備 費
10,000

1 予 備 費 10,000

2
そ の 他
特 別 損 失

2,200
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令和４年度常滑市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月31日まで)

(単位　千円)

　1　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益 △157,943

　　　　減価償却費 567,411

　　　　固定資産除却費 602

　　　　不納欠損 100

　　　　看護師養成費 13,680

　　　　退職給付引当金繰入額 245,509

　　　　退職給付引当金取崩額 △160,230

　　　　賞与引当金繰入額 203,146

　　　　賞与引当金取崩額 △204,955

　　　　法定福利引当金繰入額 34,535

　　　　法定福利引当金取崩額 △34,842

　　　　長期前受金戻入益 △134,327

　　　　未収金の増減額（△は増加） 562,770

　　　　未払金の増減額（△は減少） △469,224

　　　　前払金の増減額（△は増加） 785

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 467,017

　2　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出 △893,417

　　　　無形固定資産の取得による支出 0

　　　　有形固定資産売却代金による収入 10

　　　　寄付金による収入 5,500

　　　　基金積立金による支出 △5,500

　　　　基金繰入金による収入 15,300

　　　　貸付返済金による収入 1

　　　　長期貸付金による支出 △3,600

　　　　その他投資による支出 0

　　　　補助金返還金による支出 △100

　　　　補助金による収入 1

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 881,805

　3　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 822,100

　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △419,537

　　　　４条出資金による収入 280,350

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 682,913

　　　資金増加額（又は減少額） 268,125

　　　資金期首残高 2,222,655

　　　資金期末残高 2,490,780
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括　　

245,509

1,469 683 111 △ 23,780 2,789 △ 580 0

116,004 15,450 28,311 347,582 264,791 16,030

(千円)

117,473 16,133 28,422 323,802 267,580 15,450 245,509

退職給付費
勤務手当 手  当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

時 間 外 宿日直 夜間勤務
期末手当 勤勉手当 児童手当

330,841

比　較 △ 3,433 1,439 △ 3,871 1,422 △ 2,099 21,863

補正前 25,253 27,318 85,121 29,229 34,694

職員
手当
内訳

区　分

管 理 職
扶養手当 地域手当

比
　
　
　
較

(千円)

補正後 21,820 28,757 81,250 30,651 32,595 352,704

住居手当 通勤手当
特殊勤務

手    当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

支弁職員

合　計
(△1）

△ 11,473 △ 50,371

資本勘定

△ 3,987 △ 65,831 △ 8,698 △ 74,529
△ 12

△ 50,371 △ 3,987 △ 65,831 △ 8,698 △ 74,529
支弁職員 △ 12

1,566,133 3,594,693 590,111 4,184,804
433

損益勘定 (△1）
△ 11,473

4,110,275
421

支弁職員

合　計 1
(8)

481,462 1,547,098

資本勘定

補
　
正
　
前

損益勘定
1

(8)
481,462 1,547,098

支弁職員

合　計 1
(7)

469,989 1,496,727 1,562,146

1,566,133 3,594,693 590,111 4,184,804
支弁職員 433

3,528,862 581,413

4,110,275
支弁職員 421

資本勘定

補
　
正
　
後

損益勘定
1

(7)
469,989 1,496,727 1,562,146 3,528,862 581,413

※（　）内は再任用及び任期付短時間勤務職員数を外書き

区　分

職員数 給　　　　　　与　　　　　　費 法　定
合　　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計 福利費

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
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２　給料及び職員手当の増減額の明細 ※（　）内は再任用及び任期付短時間勤務職員数を外書き

 一般職職員数の異動状況

 補正後  421人（7人）

 補正前  433人（8人）

 比　較 △12人 (△1人)

0 ・給料表平均改定率　0.1％34人(4人)

28人(0人)

期末手当

期末手当 　６月期：令和３年度引下げ

勤勉手当 　　　　相当額の減

勤勉手当

　12月期：0.1月引上げ

 管理職手当

 扶養手当

 地域手当

 住居手当

 通勤手当

 特殊勤務手当

 時間外勤務手当

 宿日直手当

 夜間勤務手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当 △ 580

1,469

683

111

△ 4,324

△ 12,626

増 減 分 1,439

△ 4,126

1,422

△ 2,099

21,863

伴う増減分 △ 18,600

15,415

そ の 他 の △ 201 △ 3,433

職員手当 △ 3,131 制度改正に △ 2,930 地域手当 255

そ の 他 の △ 56,314

増 減 分

本年度採用予定

前年度末退職予定

　　　　　　　

給　　料 △ 49,093 給与改定に 7,221 給料表改定　平均改定率0.3％

伴う増減分 実施期間：令和４年４月１日

区　　分
増 減 額 増減事由別内訳 説　　　明

備　　　　考
(千円) (千円) (千円)
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３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当たり給与

※短時間勤務職員、特定任期付職員は除く。

平 均 年 齢 (歳) 40.7 36.2

令和４年

平均給料月額 (円) 267,465 199,700

平均給与月額 (円) 326,917 228,038
10月１日現在

区　　　　　　　　分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

(行政職(1)) (行政職(2))

57.3

10月１日現在

平 均 年 齢 (歳) 43.8 37.3 37.5

316,633

平均給与月額 (円) 1,086,872 357,299 374,813 378,015
令和４年

平均給料月額 (円) 503,919 274,945 280,652

区　　　　　　　　分
医 師 医 療 技 術 員 看 護 師 准 看 護 師

(医療職(1)) (医療職(2)) (医療職(3)) (医療職(3))
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　(2) 初　任　給

技 能 労 務 職 高 卒 (技) 147,900 (技) 147,900

一 般 行 政 職

大 学 卒 182,200 182,200

高 卒 150,600 150,600

短 大 卒 209,800 -

准 看 護 師 高 卒 191,000 -

169,700 -

看
　
　
護
　
　
師

看 護 師

大 学 卒 220,700 -

短 大 ３ 卒 215,200 -

184,700 -
作 業 療 法 士

言 語 聴 覚 士

視 能 訓 練 士

栄 養 士

大 学 卒 194,700 -

短 大 卒

194,700 -

診療放射線技師

大 学 卒 194,700 -臨 床 検 査 技 師

臨 床 工 学 技 士

理 学 療 法 士

短 大 ３ 卒

医 師 医 大 卒 320,100 -

医
　
　
　
療
　
　
　
技
　
　
　
術
　
　
　
員

薬 剤 師

大 学 ６ 年 216,800 -

大 学 卒

区　　　　　分 学　　歴 令和４年10月１日現在 一般会計の制度
(円) (円)
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　(3) 級 別 職 員 数　　

　(級 別 の 基 準 と な る 職 務)

(労)職長

主　任 主　　査 副 主 幹 主　幹

技 能 労 務 職 診療事務員・用務員・技能士
職主任・

(技)職長

一 般 行 政 職 主　事・技　師
主　査 主任主査 課長補佐 課　長 事務局

次　長
事務局長

看　　護　　師 副主任 看護副局長

准 看 護 師 准　　 看　　 護　　 師

看 護 師
助　　産　　師 主　任

看護師長
看護局長

臨床検査技師・理学療法士 統括主任
副主任 薬剤部次長

臨床工学技士等 主 任

医 療 技 術 員

薬剤師・診療放射線技師
主　任

副技師長
技 師 長

薬剤部長

院　　長医　長 副診療局長

医　師 部　　長
医 師 医　　　　　師

部　長
部　長
医　長

診療局長
副 院 長

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

計 57 100.0 計 10 100.0

８級 1 1.7
７級
６級 3 5.3
５級 1 1.7 ５級
４級 3 5.3 ４級
３級 29 50.9 ３級 1 10.0

２級
(3) (5.3)

２級
13 22.8 7 70.0

(1) (10.0)
4 7.0 1 10.0

(人) (%) (人) (%)

令
和
４
年
10
月
１
日
現
在

１級 １級

区分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

計 217 100.0 計 3 100.0計 43 100.0 計 96 100.0
７級 0 0.0 ７級 1 1.0

６級 3 1.4６級 3 7.0 ６級 2 2.1
5 11.6 17 17.7 16 7.4

５級

60 27.6

５級
(1) (2.3)

５級

３級 2 66.7
４級 23 53.5 ４級 16 16.7 ４級
３級 1 2.3 ３級 13 13.5 ３級 20 9.2

２級
3 7.0 45 46.9 116 53.5

33.3

２級 ２級 ２級
(2) (0.9)

2.1 １級 0 0.0 １級 1

(%) (人) (%)

令
和
４
年
10
月
１
日
現
在

１級 7 16.3 １級 2

職員数 構成比
(人) (%) (人) (%) (人)

職員数 構成比 級 職員数 構成比 級

※（　）内は再任用及び任期付短時間勤務職員数を外書き

区分
医　　　　師 医 療 技 術 員 看　　護　　師 准 看 護 師

級 職員数 構成比 級
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　(4) 期末手当、勤勉手当　

 職制上の段階、職務の

 級等による加算措置

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

　(5) 定年退職に係る退職手当

　(6) そ の 他 の 手 当

区　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

備　　考
6月(月分) 12月(月分) (月分)

R3年度の引き下げ
相当額を減額調整

2.150 2.250 4.4

※支給期別支給率の（　）内は再任用職員について適用

補 正 後
1.075 1.225 2.3

有

R3年度の引き下げ
相当額を減額調整

2.150 2.250 4.4

補 正 前
1.075 1.075 2.15

有
2.150 2.150 4.3

一般会計
の制度

1.075 1.225 2.3
有

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

扶 養 手 当 同 じ

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

地 域 手 当 異 な る
病院医療職給料表（１）の職員は
１６％

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ
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令和４年度常滑市病院事業予定貸借対照表

(令和５年３月31日)

（消費税抜き）

（単位　千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

イ 2,470,043

ロ 7,408,366

△ 1,379,932 6,028,434

ハ 722,603

△ 316,137 406,466

ニ 5,130,712

△ 2,814,806 2,315,906

ホ 14,600

△ 11,507 3,093

ヘ 0

11,223,942

(2)

イ 1,400

1,400

(3)

イ 33,729

ロ 20,135

ハ 97

53,961

11,279,303

2

(1) 2,490,780

(2)

イ 362,648

ロ 189,481

ハ 8,408

560,537

(3) 31,123

3,082,440

14,361,743

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

基 金

そ の 他 投 資

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

医 業 未 収 金

そ の 他 未 収 金

訪 問 看 護 未 収 金

未 収 金 合 計

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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負　　債　　の　　部

3

(1)

イ 6,814,663

ロ 793,040

7,607,703

(2)

イ 1,242,980

1,242,980

8,850,683

4

(1)

イ 542,820

ロ 131,860

674,680

(2) 0

(3)

イ 37,093

ロ 15,897

52,990

(4) 32,311

(5)

イ 186,070

ロ 31,632

217,702

977,683

5

(1) 2,455,191

△ 556,962

1,898,229

11,726,595

資　　本　　の　　部

6

(1) 14,225,673

14,225,673

7

(1)

イ 94,125

94,125

(2)

イ 11,684,650

△ 11,684,650

△ 11,590,525

2,635,148

14,361,743

固 定 負 債

企 業 債

建設改良等企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良等企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

一 時 借 入 金

未 払 金

営 業 未 払 金

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

県 補 助 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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第１ 重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

・減価償却の方法　定額法

・主な耐用年数

建物 17～39 年

構築物 10～39 年

器械及び備品 ３～６ 年

車両 ４～６ 年

ロ 無形固定資産

・減価償却の方法　定額法

３ 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

ロ 賞与引当金

ハ 法定福利費引当金

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

第２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

該当なし。

第３ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

２ 引当金の取り崩し

イ 退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて

注　　記　　表

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に
相当する金額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込
み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末
における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のう
ち、一般会計が負担すると見込まれる額は4,642,832千円である。

　当事業年度において、職員の退職手当として160,230千円を支給するため、退
職給付引当金160,230千円を使用する。
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ロ 賞与引当金の目的使用による取り崩しについて

ハ 法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として614,182千円を支給
するため、賞与引当金204,955千円を使用する。

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として
104,411千円を支給するため、法定福利費引当金34,842千円を使用する。
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千円 千円 千円

1 病院事業収益 7,287,215 267,615 7,554,830

1 入 院 収 益 3,500,569 △ 223,829 3,276,740

3
そ の 他
医 業 収 益

593,302 △ 7,816 585,486

2
他 会 計
補 助 金

144,746 1,175 145,921

3 補 助 金 594,210 498,085 1,092,295

7,287,215 267,615 7,554,830

令和４年度常滑市病院事業会計補正予算事項別明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

1 医 業 収 益

収　　　入　　　合　　　計

2 医 業 外 収 益 1,117,380 499,260 1,616,640

6,038,478 △ 231,645 5,806,833
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金 額
千円 千円

1 入院収益 △ 223,829 △ 223,829

1 室料差額収益 △ 7,816 △ 7,816

1 他会計補助金 1,175 1,175

1 補助金 498,085
  503,425
△15,900

10,560

・患者数の減少による入院収益の減少

節

区 分
説　　　　　　　　　　　明

・患者数の減少による室料差額収益の減少

・愛知県新型コロナ感染症対策事業補助金
・感染症指定医療機関運営費補助金
・愛知県医療機関等光熱費高騰対策支援金（仮称）

・高齢者施設等食材費高騰対策支援事業費補助金
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千円 千円 千円

1 病院事業費用 7,630,498 △ 80,052 7,550,446

1 給 与 費 4,090,561 △ 71,881 4,018,680

支　　　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

1 医 業 費 用 7,284,575 △ 77,404 7,207,171
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金 額
千円 千円

1 事業管理者給 △ 1,278 △ 1,278

2 医師給 △ 19,754 △ 19,754

3 看護師給 △ 9,950 △ 9,950

4 准看護師給 △ 244 △ 244

5 医療技術員給 △ 12,341 △ 12,341

6 事務員給 △ 7,726 △ 7,726

7 労務員給 1,046 1,046

8 事業管理者手当 △ 856 △ 856

9 医師手当 △ 20,905 △ 20,905

10 看護師手当 19,602 19,602

11 准看護師手当 △ 116 △ 116

12 医療技術員手当 2,228 2,228

13 事務員手当 △ 4,382 △ 4,382

14 労務員手当 449 449

15 報酬 △ 8,578 △ 8,578

16 法定福利費 △ 9,076 △ 9,076

節

区 分

・会計年度任用職員報酬

・事務職員給料

・労務員給料

・事業管理者手当

・医師手当

・看護師手当

・事務職員手当

・労務員手当

・准看護師手当

・医療技術員手当

・事業管理者給料

・医師給料

・看護師給料

・准看護師給料

・医療技術員給料

・法定福利費

説　　　　　　　　　　　明
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千円 千円 千円

2 材 料 費 1,214,899 △ 91,873 1,123,026

3 経 費 1,394,454 86,350 1,480,804

1 給 与 費 94,243 △ 2,648 91,595

7,630,498 △ 80,052 7,550,446

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

支　　　出　　　合　　　計

3
訪 問 看 護
ステーション
事 業 費 用

102,778 △ 2,648 100,130
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金 額
千円 千円

1 薬品費 △ 55,957 △ 55,957

2 診療材料費 △ 35,916 △ 35,916

7 光熱水費 57,272 57,272

15 委託料 1,175 1,175

16 負担金 27,903 27,903

1 看護師給 △ 124 △ 124

4 看護師手当 332 332

5 医療技術員手当 △ 339 △ 339

7 報酬 △ 2,895 △ 2,895

8 法定福利費 378 378

説　　　　　　　　　　　明

・患者給食の材料費上昇分

節

区 分

・医療技術員手当

・会計年度任用職員報酬

・法定福利費

・看護師給料

・看護師手当

・半田病院からの派遣職員人件費相当分等

・患者数の減少による使用量の減少

・患者数の減少による使用量の減少

・燃料費の高騰による費用の増加
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